






















































































































































































一般 療養 老健 訪問 全体
総入院患者数（人） 2237 370 ― ― 2607
総利用者数（人） ― ― 682 605 1287
褥瘡患者数（人） 60 18 22 30 130


















調査項目 一般 療養 老健 訪問 全体
調査症例 60（46.2） 18（13.8） 22（16.9） 30（23.1） 130
性別 男 32（53.3） 6（33.3） 7（31.8） 16（53.3） 61
（人） 女 28（46.7） 11（61.1） 15（68.2） 14（46.7） 68
無回答 1（5.6） 1
年齢 5歳未満 1（1.7） 1
（人） 35～44歳 2（3.3） 2
45～54歳 3（5.0） 1（3.3） 4
55～64歳 3（5.0） 3（16.7） 1（3.3） 7
65～74歳（前期高齢者） 8（13.3） 1（5.6） 6（20.0） 15
75歳以上（後期高齢者） 42（69.9） 12（66.7） 22（100.0） 22（73.3） 98
無回答 1（1.7） 2（11.1） 3
平均年齢±SD（歳） 76.6±16.1 82.8±13.1 85.2±5.5 80.7±10.2 79.9±13.4
日常生活自立度 Jランク 2（6.7） 2
Aランク 1（4.5） 1（3.3） 2
Bランク 6（11.7） 2（11.1） 10（45.5） 2（6.7） 20




施設 一般 療養 老健 訪問
疾患 脳血管疾患 7（11.7） 5（27.8） 8（36.4） 8（26.7）
（人） 認知症 1（1.7） 3（16.7） 6（27.3） 3（10.0）
その他の脳・神経疾患 5（8.3） 1（5.6） 0 2（6.7）
脊髄疾患 0 0 2（9.1） 0
循環器系疾患 0 1（5.6） 0 0
骨・関節疾患 0 1（5.6） 0 0
腎疾患 1（1.7） 0 0 0
外傷性疾患 2（3.3） 0 0 1（3.3）
脊椎損傷 2（3.3） 0 0 2（6.7）
悪性腫瘍 4（6.7） 0 0 0
呼吸器感染症 12（20.0） 1（5.6） 0 1（3.3）
その他の感染症 3（5.0） 0 0 1（3.3）
その他の疾患 3（5.0） 0 0 1（3.3）









































































調査項目 一般 療養 老健 訪問
調査症例数 60（46.2） 18（13.8） 22（16.9） 30（23.1）
褥瘡の部位 側頭部 1（1.3） 0 0 0
（人） 後頭部 1（1.3） 0 0 0
顎部 1（1.3） 0 0 0
肩甲骨部 2（2.6） 1（3.8） 0 1（2.4）
胸椎部 5（6.5） 1（3.8） 0 3（7.3）
腰椎部 1（1.3） 1（3.8） 0 0
腸骨部 2（2.6） 2（7.7） 0 3（7.3）
後腸骨部 1（1.3） 0 4（16.0） 2（4.9）
仙骨部 30（39.0） 9（34.6） 8（32.0） 19（46.3）
大転子部 4（5.2） 2（7.7） 1（4.0） 0
臀部 1（1.3） 0 1（4.0） 2（4.9）
尾骨部 2（2.6） 5（19.2） 4（16.0） 1（2.4）
膝部 1（1.3） 1（3.8） 0 0
下腿前面部 2（2.6） 1（3.8） 1（4.0） 1（2.4）
下腿内側部 0 0 0 1（2.4）
腓骨部 0 0 0 1（2.4）
腓腹部 3（3.9） 0 0 1（2.4）
外顆部 2（2.6） 2（7.7） 1（4.0） 1（2.4）
足背部 0 1（3.8） 0 0
踵部 15（19.5） 1（3.8） 5（20.0） 4（9.8）
足外側部 2（2.6） 0 0 1（2.4）
無回答 1（1.3） 0 0 0
合計 77（100.0） 26（100.0） 25（100.0） 41（100.0）
（ ）内は％
（42.9％）が最も多かったものの，エアマットレ
ス（詳細不明）も5名（35.7％）と多かった（図
7）．
考 察
1．褥瘡有病率
過去の先行研究をみると，群馬県下で行われた
石川ら 9）の調査では，病院2.8％，老人保健施設
3.8％，訪問看護ステーション7.0％であり，また，
祖父江ら 10）が実施した愛知県下の調査では，病
院2.56％，老人保健施設2.14％，訪問看護ステー
ション13.04％であった．これらは約10年前の調
査である．この10年間に褥瘡対策未実施減算，褥
瘡患者管理加算といった「褥瘡対策の評価」が導
入されたことで臨床における褥瘡予防や治療に対
する医療者の関心の高まりにより，病院での褥瘡
有病率の低下が成果として見られている．今回の
調査では，施設間で有病率に開きがあるものの，
訪問看護ステーションでの有病率は10年前に比べ
て減少している．また，訪問看護ステーションの
有病率に関しては，日本褥瘡学会在宅医療委員会
により2006年に行われた調査 11）では5.72％，療養
場所別にみた調査では8.32％ 12）であり，これらの
全国調査と比較しても低かった．訪問看護ステー
ションでの褥瘡有病率が減少した理由として，岡
ら 13）も述べているように，介護保険制度により
介護サービスが比較的経済的負担が軽く受けられ
るようになったこと，社会的に介護サービスを受
けることの抵抗感が少なくなり，利用が増えたこ
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図5 体圧分散マットレスの使用状況
図4 褥瘡の深さ
とが考えられる．
2．患者背景
褥瘡患者の年齢をみると，一般病院や訪問看護
ステーションでは高齢者のみならず，小児や壮年
期の患者にも褥瘡の発生がみられた．一般に，寝
たきり高齢者で褥瘡発生のリスクは高まるが，全
身状態が悪化しADLが低下した場合や，手術な
どで長時間同一体位を強いられた場合にも高まる．
一般病院や訪問看護ステーションにおいて高齢者
以外の年齢層に褥瘡がみられたのは，各々の施設
における入院・利用となる対象が全年齢層に渡り，
さらにその中でこのような褥瘡発生のハイリスク
となる要因があるためと考えられる．また，入院・
入所・サービス利用目的疾患が一般病院と訪問看
護ステーションで多岐に渡っている理由として，
一般病院は疾患治療の場であり，訪問看護ステー
ションは治療を終え，退院後も自宅療養が必要な
療養者に対して医療行為やケアを提供する場 14）
であることが考えられる．
日常生活自立度は，どの施設においても褥瘡を
有する患者の多くは寝たきりの状態であったが，
老人保健施設や訪問看護ステーションでは，寝た
きりではない患者も褥瘡を有していた．寝たきり
状態では活動性，可動性の低下から褥瘡発生リス
クは必然的に高まるが，寝たきりではない人でも
全身状態や栄養状態が悪化した場合には褥瘡発生
リスクは高まる．したがって，寝たきり患者への
体位変換などの褥瘡予防ケアのみならず，座位時
の体圧分散や90度座位の保持，プッシュアップ，
体格にあわせた車椅子の選定など，患者の自立度
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図7 真皮を越える深い褥瘡（D3，D4，D5）と体圧分散マットレスの種類
図6 真皮までの浅い褥瘡（d1，d2）と体圧分散マットレスの種類
に合わせた褥瘡予防が必要である．
3．褥瘡発生状況
老人保健施設では，現施設での発生が他の施設
における現施設での褥瘡発生割合に比べて高かっ
た．老人保健施設の入所対象者は，一般病院や療
養病床併設病院に比べ，全身状態の比較的良い高
齢者が多い．しかし老人保健施設における看護師
の配置人数は少なく，入所者の全身状態が悪化す
るとそのまま寝たきりとなり，褥瘡を発生しやす
い状態へと変化しやすい．また，一般病院，療養
病床併設病院における褥瘡の発生場所が現施設以
外であるものが半数以上を占めていた理由として，
老人保健施設や在宅など，他施設で全身状態が悪
くなり褥瘡を発生した患者が，一般病院や療養病
床併設病院へ入院，転院するためと推測される．
このことから，老人保健施設では入所者の全身状
態を常に把握し，状態の変化に一早く気付くこと
が重要である．そして，入所者の状態の変化に合
わせて早期に褥瘡発生リスクアセスメントを行い，
意識的に褥瘡の予防的ケアを導入していくことが
必要である．
訪問看護ステーションで，在宅での褥瘡発生が
高く，褥瘡の数も3個以上を有する利用者が多かっ
た要因として，在宅では医療者による24時間の継
続看護が不可能であること，訪問看護に従事する
医療者および介護者の褥瘡予防ケアに関する知識
が不足していること，また，褥瘡予防について知
識がある介護者であっても頻回に体位変換やオム
ツ交換を実施することは負担が大きく，確実な実
施が困難であることが考えられる．在宅医療に関
わる医療者は，利用者の褥瘡発生リスクアセスメ
ントを行った上で，介護者の生活パターンや介護
力に合った在宅サービスの利用やケア方法を紹介
するとともに，実際にケア方法を実践し，介護者
に指導していくことが重要である．また，24時間
の継続看護が困難であるため，病院や施設に比べ
ると医療者の介入が遅れ，褥瘡発生のリスクに気
付くのが遅れたり，タイムリーな褥瘡予防ケアを
行えない場合も存在すると考えられる．このこと
からも，在宅療養者の褥瘡予防は重要な課題とい
える．
褥瘡の発生部位では，療養病床併設病院や老人
保健施設で仙骨部，踵部に加えて尾骨部での発生
が多くみられた．これは，経口摂取を行う際のギャッ
ジアップの方法や，ベッド上座位姿勢を保持でき
ず，ずれが生じてしまうことが影響していると考
えられる．また褥瘡患者の日常生活自立度が，B
ランクが多かった老人保健施設では，下肢関節拘
縮などにより90度座位姿勢を保持することが難し
かったり，体力的に長時間座位姿勢を保持するこ
とが困難で前方にずり落ち，ずれが加わることが
考えられた．これらの施設は看護職のみならず介
護職も多く関わる施設であることから，ギャッジ
アップの方法や背抜き，ベッド上での姿勢保持の
ためのクッションの使用状況など現状を把握し，
ずれが褥瘡発生のリスクとして認識し，予防でき
るような関わりが必要である．
一方，療養病床併設病院では大転子部や外踝部，
腸骨部など，仰臥位以外の体位で臥床した場合に
体圧が集中しやすい部位にも多くみられた．今回
は，褥瘡発生部位と体位変換の頻度や方法などと
の関連を調査することができなかったため，今後
明らかにしていく必要がある．また，老人保健施
設では他施設と比べ，後腸骨部での発生が多くみ
られた．下肢関節拘縮のある患者では体位の不安
定さから最高体圧部位が後腸骨部に多くみられ
た 15）との報告もあり，関節拘縮などにより一般
的な褥瘡発生予防体位では褥瘡の発生を回避でき
ないことを示していると考える．下肢関節拘縮を
有する患者においては，通常の褥瘡好発部位にあ
たる解剖学的骨突出部とは異なる部位に褥瘡を発
生する可能性があることを念頭に置いた上で，全
身の皮膚の観察や拘縮の部位・程度に合わせたポ
ジショニングを行うことも必要である．
褥瘡の深さにおいて，一般病院で他施設に比べ，
深い褥瘡が多くみられたのは，疾患などにより患
者の全身状態が一時的に悪化し，褥瘡が重症化し
やすいためと考えられる．一般病院の入院対象と
なる患者は，他施設に比べて，疾患や手術により
状態が安定しない患者や変化しやすい状況にある
患者が多い．こうした施設の特徴を踏まえ，一般
病院では患者の状態の変化にいち早く気付き，褥
瘡のない患者に対しては予防に努め，褥瘡をすで
に発生している患者に対しては褥瘡の悪化を最低
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限に抑えることが必要である．
4．体圧分散マットレスの使用状況
ウレタンマットレスの使用がいずれの施設にお
いても比較的多く，特に療養病床併設病院では半
数を占めていた．ウレタンマットレスの使用が多
い理由として，1枚あたり約2～13万円と安価で
あり，療養病床併設病院での導入もしやすく，施
設設備としての保有数が多いことが考えられる．
しかし，ウレタンマットレスは，褥瘡の危険要因
を有するが，自力での体位変換が行える患者への
褥瘡予防に適している．療養病床併設病院では，
深い褥瘡のある患者に対してもウレタンマットレ
スを使用しているケースが半数以上を占めており，
適切な体圧分散マットレスの使用がされていなかっ
た．エアマットレスが標準小売価格で約10～30万
円と高価であるため，保有数が少なくなってしまっ
ていると考える．療養病床併設病院における褥瘡
患者は，日常生活自立度がCランクの寝たきり患
者が83.3％を占めていることからも，褥瘡発生リ
スクアセスメントおよび体圧分散，スキンケアの
実施，栄養状態の改善といった基本的な褥瘡予防
ケアの他，ウレタンマットレスは安価で導入しや
すいとはいえ，最低限数の高機能型エアマットレ
スを導入し，適応や優先順位を考えて使用する必
要がある．
一方，訪問看護ステーションでは，高機能型エ
アマットレスの使用割合が最も多かった．これは，
訪問看護ステーションでは介護保険法に基づき，
1,000円/月前後という安価で高機能型エアマット
レスの貸与が可能であるためと考えられる．今回
の調査では，高機能型エアマットレスが褥瘡発生
前に導入されたのか，それとも褥瘡発生後に導入
されたのかといった詳細までは分からない．今後，
在宅での体圧分散マットレス導入時期についても
把握することも必要である．また，褥瘡発生の予
防のためにエアマットレスを使用していても，使
用しているエアマットレスの詳細について把握さ
れていないケースが30.0％みられた．このことは，
在宅医療に関わる医療者がエアマットレスに対す
る十分な知識がないままに使用している，ともい
える．在宅では，医療者が1日中関わることがで
きない．そのため，褥瘡予防には主介護者をはじ
め，家族の協力が不可欠である．しかし，在宅で
介護をしている主介護者及び家族にとっては，体
位変換やポジショニングは身体的・精神的に負担
が伴う行為である．療養者の体位変換を全くしな
い，または1日数回程度という家庭が67％もある
ことも報告されており 11），適切な体圧分散マット
レスの使用により，主介護者及び家族の負担を軽
減し，褥瘡予防につなげる必要がある．そのため
にも，まず医療者が体圧分散マットレスの機能や
特性を十分理解すること，そして適切な体圧分散
マットレスを選択し，使用することができるため
の知識の習得，実践能力が必要である．また，訪
問看護師は褥瘡の深達度や悪化状態を適切に評価
し，体位変換方法の指導や訪問回数増加，かかり
つけ医への働きかけ，介護・福祉との連携調整の
役割を担うことが求められる 16）．
研究の限界
今回，調査対象とした施設は富山県下の28施設
と少なく，県下の各施設を代表している結果とま
では言えない．また，アンケートの記載は各施設
の職員としたため，褥瘡に関して十分な知識を持
たない職員が記載したとも考えられる．特に褥瘡
の状態（発生場所・数・部位・深さ）については
判断が難しく，褥瘡に関して十分な知識を持つ職
員によるアンケートの記入が望ましい．しかし，
全ての施設に褥瘡ケアに熟知した職員がいるかは
定かではなく，データの信頼性については限界が
ある．
結 語
富山県下の28施設において，療養場所別に褥瘡
患者の特徴をみた．褥瘡を有する患者の背景には，
各施設の特性に沿った年齢層，基礎疾患，日常生
活自立度が反映されていた．褥瘡発生状況では，
訪問看護ステーションで在宅での褥瘡発生が高く，
褥瘡を3個以上有する利用者が多かった．在宅で
は医療者による24時間の継続看護が不可能である
こと，体位変換やオムツ交換など褥瘡予防の行為
は介護者への負担が大きく，確実な実施が困難で
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あることが要因として考えられた．また，介護保
険との関連から高機能型エアマットレスの使用が
多かったものの，エアマットの機能を十分理解さ
れずに使用されていることが考えられた．褥瘡の
発生部位は，一般病院では仰臥位で体圧が集中す
る仙骨部に多く，他施設に比べて深い褥瘡を有す
る患者が多かった．療養病床併設病院や老人保健
施設では尾骨部に褥瘡を発生している人が多く，
特に老人保健施設では解剖学的骨突出部とは異な
る後腸骨部の褥瘡発生がみられた．いずれの施設
においても，褥瘡発生リスクアセスメントを行い，
個々の状態や患者の変化，各施設の特性に応じて
早急に褥瘡予防ケアを行うことが重要であるが，
在宅で褥瘡を発生した患者が多かったことから，
在宅に携わる医療・介護職者への褥瘡予防に関す
る知識の普及に加え，主介護者をはじめとした家
族への知識の普及，技術指導の必要性が示唆され
た．
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ACharacteristicofPressureUlcerPatientsin
EachInstitutionsinToyamaPrefecture
ShinobuYOSHII,TomomiYASUDA,YukikoDOKEN
SchoolofNursing,ToyamaUniversity
Abstract
InordertounderstandtheactualconditionsofpatientswithpressureulcerinToyama
Prefecture,weconductedaquestionnairesurveyof28institutions(generalhospitals,
combinedconvalescentandassistedcarehospitals,geriatrichealthservicefacilities,visiting
nursestations).Theresultsshowtheprevalencesweregeneralhospitals2.7％,convalescent/
Assistedcarehospitals4.9％,geriatrichealthservicefacilities3.2％,visitingnursestations
5.0％,and,thebackgroundofthepatient,suchasageordailyactivities,wasreflectedin
thecharacteristicofeachinstitution.Therewascomparativelyfrequentuseofurethane
mattresssinalinstitutions,whichwasinappropriateinthecaseofapressureulcer.We
performriskassessment,andfoundthatitisnecessaryexpeditiouslyimplementpressure
ulcerpreventionaccordingtothecharacteristicsofeachinstitutionandbychangingoveral
conditionofthepatient.Visitingnursestationssaw86.7％ ofpatientswithpressureulcer
intheirhomes.Therefore,pressureulcerpreventionathomeisimportant,andcanbe
achievedbyarousingawarenessinthehomecaregiver,andintroducingservicestoempower
andsupportthecaregiver.
Keywords
pressureulcer,pressureulcermorbidityrate,pressure-reductingmattress,investigationof
actualconditions
